
アドバンスト・コージェネレーション研究会　最終報告

１
ア
ド
バ
ン
ス
ト
・
コ
ー
ジ
ェ

ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
研
究
会

産
官
学
一
体
の
研
究
会
で
コ
ー
ジ
ェ
ネ
普
及

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
策
定

　

東
日
本
大
震
災
以
降
、
電
力
需
給
へ
の
対

応
や
化
石
燃
料
の
効
率
的
利
用
推
進
等
の
観

点
か
ら
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
へ
の
期
待
が
高
ま
っ

て
い
る
。
本
年
４
月
11
日
に
閣
議
決
定
し
た

「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計
画
」
の
中
で
も
分
散

型
エ
ネ
ル
ギ
ー
シ
ス
テ
ム
で
あ
る
コ
ー
ジ
ェ

ネ
は
今
後
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
の
中
で
、
引

き
続
き
重
要
な
も
の
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ

て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
財

団
は
産
官
学
一
体
と
な
っ
た
「
ア
ド
バ
ン
ス

ト
・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
研
究
会
（
以

下
、
Ａ
Ｃ
研
）」
を
２
０
１
２
年
10
月
に
立

ち
上
げ
、
約
１
年
半
の
検
討
を
行
い
、
こ
の

程
（
２
０
１
４
年
３
月
）
最
終
報
告
書
を
取

り
纏
め
た
。

分散型エネルギーシステムである
コージェネへの期待

・環境性・省エネ性
・電力需給への貢献
・防災・BCPなどレジリエンスへの貢献
・再生可能エネルギー導入拡大への寄与

コージェネ普及に向け、
課題と取り組みについて検討の必要性

アドバンスト・
コージェネレーション

研究会

ユーザー

学識者

コージェネ業界

シンクタンク

資源エネルギー庁
（オブザーバー）

３．１１以降の
我が国のエネルギー・環境政策の

見直しの議論

（メーカー、エネルギー、インフラ、建設他）

コージェネ普及ロードマップを策定

・ 2030年に向けた
 エネルギー基本計画の検討
・ コージェネの利用拡大の方向性

２
０
３
０
年
に
向
け
た
普
及
ロ
ー
ド
マッ
プ
と

コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
新
た
な
価
値
を
整
理・定
量
化
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２
２
０
３
０
年
の

コ
ー
ジ
ェ
ネ
導
入
量
推
計

２
０
３
０
年
の
コ
ー
ジ
ェ
ネ
導
入
量　
約
３
，

１
４
０
万
kW
、
１
，５
４
０
億
kW
ｈ
（
国
全
体

の
電
力
使
用
量
の
約
15
％
、現
状
の
約
５
倍
）

に
拡
大
し
得
る
検
討
結
果
を
得
た

　

既
存
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
統
計
等
か
ら

２
０
３
０
年
に
お
け
る
国
の
総
熱
需
要
量
を

想
定
し
、
そ
の
内
の
コ
ー
ジ
ェ
ネ
に
よ
り
賄

う
量
を
、
市
場
・
技
術
の
両
面
か
ら
の
様
々

な
検
討
結
果
を
反
映
し
推
計
し
た
。
主
に
検

討
し
た
内
容
を
以
下
に
示
す
（
図
１
）。

・
シ
ス
テ
ム
の
効
率
、
コ
ス
ト

・
熱
利
用
技
術

・
燃
料
価
格

・
今
後
、
有
望
な
代
表
モ
デ
ル
（
電
源
コ
ー

ジ
ェ
ネ
モ
デ
ル
、
都
市
開
発
モ
デ
ル
）

・
電
源
価
値
、
Ｂ
Ｃ
Ｐ
（
事
業
継
続
計
画
）

価
値

３
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
導
入
意
義
・

価
値
の
整
理

コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
新
た
な
価
値
「
電
源
価
値
」、

「
Ｂ
Ｃ
Ｐ
価
値
」
を
整
理
・
定
量
化

　
こ
れ
ま
で
コ
ー
ジ
ェ
ネ
は
、
発
生
す
る
電
力

と
熱
と
を
オ
ン
サ
イ
ト
で
有
効
利
用
で
き
る

と
い
う
特
性
か
ら
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
Ｃ
Ｏ
２

へ
の
寄
与
、
省
コ
ス
ト
の
価
値
が
市
場
に
評

価
さ
れ
導
入
が
進
ん
で
き
た
。

　

し
か
し
、
東
日
本
大
震
災
を
契
機
に
、
こ

現状

産業用

家庭用

業務用

ロードマップへの
折り込み要素

・ 今後の技術開発による発電効率向上や排熱利用技術の開発
・ 導入費用やメンテなどのコストダウン
・ 燃料費の低廉化
・ 制度改革等によるコージェネ電力の逆潮流拡大や面的エネルギー利用推進など
 市場拡大策

（
億
ｋ
Ｗ
ｈ
／
年
）

発
電
電
力
量

業務用SOFC、BCP価値による更なる拡大の可能性

約985万kW
約300億kWh※1

（家庭用除く）

80万kW
40億kWh

（140万台※2）

310万kW
140億kWh

530万kW
250億kWh

2,310万kW
1,140億kWh

1,320万kW
630億kWh

2020年 2030年

300万kW
150億kWh

（530万台※2）

3,140万kW
1,540億kWh

1,710万kW
810億kWh

※１ 総合資源エネルギー調査会　
第22回基本問題委員会（平成
24年5月14日）資料2 

※2 「第１回水素・燃料電池戦略協
議会」資料から引用。2030年
530万台(2020年140万台）、 
5千時間稼働とした

図1─コージェネの普及ロードマップ
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時間帯別に、もしコージェネが無かった場合に稼働していたであろう代替電源を想定し、
その停止により回避される費用を価値として定量化することを想定。

年間稼働時間
原子力

水力
石炭火力

揚水

■ 2030年の年間負荷曲線イメージ
コージェネが代替する

電源のイメージ
石油火力

ＬＮＧ火力

ピーク  5,510 14.4 0.10 39

昼　間  3,480～5,510  10.4～14.4  0.04～0.10  11.3～15.8

夜　間  6,900～3,480 5.0～8.0  0.17～0  6.2～8.5

ピーク  5,510 14.4 0.10～1.4  39.0～40.2 

昼　間  8,520～5,510  4.9～14.4  0～1.4  6.9～17.1 

夜　間  20,701～6,900  4.1～5.0  1.5～2.2  8.5～8.2

短期 
（2016年）

中長期 
（2030年）

■ 試算例

kW価値
（円/kW/年） 

kWh価値
 （円/kWh） 

省CO2価値 
（円/kWh） 

売電価格換算※ 
（円/kWh）

※託送単価含まず 

（維持管理費・建設費節減価値） （燃料費節減価値） 

■ コージェネが代替する電源種の想定 

時間帯

時間帯  短期（2016年）  長期（2030年） 

ピーク  既存石油火力  既存石油火力 

昼  間  既存LNG火力/既存石油火力  新設MACC/既存石油火力 

夜  間  既存石炭火力/既存MACC 新設IGCC/既存石炭火力 

算定の考え方

kW

れ
ま
で
の
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
Ｃ
Ｏ
２ 

、
省

コ
ス
ト
と
い
う
価
値
に
加
え
て
、
電
力
需
給

の
緩
和
、
老
朽
化
火
力
代
替
等
に
よ
る
電
力

コ
ス
ト
低
減
と
い
っ
た
「
電
源
価
値
」、
系

統
電
力
の
停
電
や
節
電
要
請
時
に
対
す
る
事

業
継
続
性（
Ｂ
Ｃ
Ｐ
）に
貢
献
す
る
価
値「
Ｂ

Ｃ
Ｐ
価
値
」
が
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
新
た
な
価
値

と
し
て
注
目
さ
れ
て
い
る
。

　

Ａ
Ｃ
研
で
は
、
こ
の
新
た
な
価
値
に
着
目

し
、
価
値
の
明
確
化
を
目
的
に
定
量
化
に
ト

ラ
イ
し
た
。
同
時
に
価
値
の
提
供
者
と
受
益

者
と
の
関
係
に
つ
い
て
も
整
理
を
行
っ
た
。

　

検
討
の
結
果
、
こ
れ
ま
で
の
価
値
に
対
し

て
も
イ
ン
パ
ク
ト
の
あ
る
価
値
で
あ
り
得
る

こ
と
、
価
値
の
提
供
者
に
相
当
分
を
還
元
す

る
方
策
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
整
理
し
た
。

（
１
）
電
源
価
値

kW
ｈ
当
た
り
ピ
ー
ク
時
間
帯
で
約
40
円
、そ
の

他
の
時
間
帯
で
約
７
円
か
ら
17
円
の
価
値

　

時
間
帯
別
に
、
も
し
コ
ー
ジ
ェ
ネ
が
無

か
っ
た
場
合
に
稼
働
し
て
い
た
で
あ
ろ
う
代

替
電
源
を
想
定
し
、
そ
の
停
止
に
よ
り
回
避

さ
れ
る
費
用
を
定
量
化
し
た
。（
図
２
）

（
２
）
Ｂ
Ｃ
Ｐ
価
値

従
来
の
価
値
（
エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
低
減
）

に
対
し
て
十
分
な
イ
ン
パ
ク
ト
を
持
ち
得
る

　

大
都
市
型
モ
デ
ル
を
想
定
し
、
①
停
電
被

害
の
回
避
、
②
節
電
に
よ
る
被
害
の
回
避
、

③
不
動
産
価
値
の
向
上
、
④
災
害
拠
点
の
機

図2─コージェネの電源価値
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能
確
保
│
│
の
各
要
素
に
つ
い
て
既
存
の
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
結
果
等
を
基
に
Ｂ
Ｃ
Ｐ
価
値

を
定
量
化
し
た
。

　

モ
デ
ル
ケ
ー
ス
（
延
床
面
積
30
万
㎥
の
都

市
開
発
、
Ｃ
Ｇ
Ｓ
：
４
，０
０
０
kW 

２
台
）

で
は
、
直
接
的
な
Ｂ
Ｃ
Ｐ
価
値
は
、
年
間
１
kW

あ
た
り
18
千
〜
１
２
０
千
円
、
最
大
で
年
間

９
・６
億
円
の
Ｂ
Ｃ
Ｐ
価
値
。（
図
３
）

４
ま
と
め

普
及
ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
実
現
の
た
め
の
方
策
・

今
後
の
取
組
み
を
整
理

　

２
０
３
０
年
の
コ
ー
ジ
ェ
ネ
導
入
量
推
計

結
果
（
３
，１
４
０
万
kW
、
１
，５
４
０
億
kW

ｈ
）
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
延
長
線
上

で
達
成
で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
業
界
、
国
・

自
治
体
が
一
体
と
な
っ
て
取
組
む
こ
と
が
必

要
で
あ
る
。
Ａ
Ｃ
研
で
は
、
今
後
の
取
り
組

み
と
し
て
方
向
性
を
４
つ
に
整
理
し
た
。

　

今
後
、
Ａ
Ｃ
研
で
得
ら
れ
た
検
討
結
果
で

共
通
認
識
を
持
ち
、
実
現
に
向
け
た
課
題
解

決
に
取
り
組
ん
で
い
く
。

（
１
）
業
界
の
取
組

・
２
０
３
０
年
に
向
け
て
適
切
な
水
準
と
な

る
効
率
の
機
器
開
発
や
、
経
済
性
向
上
に

資
す
る
導
入
コ
ス
ト
・
メ
ン
テ
コ
ス
ト
低

減
へ
の
取
組
み

・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
に
関
す
る
設
計
・
施
工
・
運
用
、

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等
を
は
じ
め
と
し
た
知
識
・

0

50

100

150

200

初期コスト※
運用コスト

■ 試算例（大都市型モデル）

❶ 停電被害の回避
❷ 節電による被害回避
❸ 不動産価値の向上
❹ 災害拠点の機能確保
⑤ 地域経済への波及効果（今回定量化せず）

BCP価値の項目 評価結果

直接的な
BCP価値

❶～❹の合計値

BCPの取り組みがもたらす副次的価値 今回は定量化せず

定量化
検討項目

大都市型都市開発モデルでの定量化例は以下の通り。なお、便益の
受け手となる個々の主体の規模・業種・業態やリスク回避志向等の
価値観などによって、評価が変動するため、変動幅を持った値となる。

B/C=1.4～3.0

・建物規模 ： 延床面積30万㎡（オフィス、ホテル）
・コージェネ容量 ： 8,000kW（GE4,000kW×2）
・コージェネ導入に関わる追加的な便益（B）と

コスト（C）により評価
・試算結果は、コージェネ容量（kW）あたり、年

ベースの金額で示した
・コージェネの耐用年数である15年に1回災害が

発生した場合のインパクトコストとして試算　

Highケース

Lowケース

追加的コスト（C） 追加的便益（B）

コ
ス
ト・便
益（
千
円
／
年・kW
） ※初期コストは耐用年数15年とする場合

Ｂ
Ｃ
Ｐ
価
値
の

整
理

燃料費、メンテ費、
自家補アンシラリー

電気料金削減、燃料費削減

約65千円/年・kW

約75千円/年・kW

平常時の運用がもたらす価値

直接的なBCP価値（❶～❹）

BCPの取り組みがもたらす
副次的価値
⑤地域経済への波及効果

（今回定量化せず）

❶ 停電による被害の回避 2～62千円/年・kW

❷ 節電要請による被害の回避 10～39千円/年・kW

❸ 不動産価値の向上 6～18千円/年・kW

❹ 災害拠点の機能確保 ～690円/年・kW

18～120千円/年・kW

モデル概要

図3─コージェネのＢＣＰ価値 
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技
術
力
を
有
す
る
人
材
の
育
成　

な
ど

（
２
）
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
価
値
評
価

・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
電
力
を
最
大
限
に
活
用
す

る
た
め
、
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
等
に
お
け

る
適
切
な
制
度
設
計
、
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
電

源
価
値
評
価

・
Ｂ
Ｃ
Ｐ
や
災
害
対
応
の
価
値
の
経
済
性
へ

の
転
嫁
等
を
可
能
と
す
る
評
価
制
度
、
ラ

ベ
リ
ン
グ
な
ど
の
制
度
創
設
、
価
値
の
事

業
者
へ
の
還
元
に
向
け
た
取
組
み　

な
ど

（
３
）
熱
の
活
用
・
面
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用

の
推
進

・
面
的
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
拡
大
に
向
け
た
具

体
策
検
討
、
自
治
体
を
中
心
と
し
た
官
民

連
携
の
事
業
体
制

・
熱
・
電
気
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
イ
ン
フ
ラ
の
整

備
促
進　

な
ど

（
４
）
コ
ー
ジ
ェ
ネ
導
入
に
係
る
規
制
改
革
、

推
進
策
・
環
境
整
備

・
燃
料
価
格
（
燃
料
コ
ス
ト
）
低
廉
化
、
イ

ン
フ
ラ
整
備
に
向
け
た
官
民
の
連
携

・
コ
ー
ジ
ェ
ネ
の
ス
ム
ー
ズ
な
導
入
に
資
す

る
規
制
緩
和

・
効
率
向
上
、
コ
ス
ト
低
減
等
の
取
組
を
後

押
し
す
る
技
術
開
発
・
設
備
投
資
支
援
策

・
分
散
型
電
源
導
入
促
進
に
関
わ
る
法
的
根

拠
の
整
備　

な
ど

（
図
４
）

　※石炭、石油の燃料輸入価格についてはコスト 等
検証委員会の想定を参照、LNG輸入価格につ
いては本研究会における算定条件の通り

※2012年の温室効果ガス排出量の4%に相当
　系統電力の排出係数＝0.69kgCO2/kWhと想定

※2012年の一次エネルギー供給の2%に相当、 
　系統電力の発電効率＝37%と想定

省エネルギー効果 CO2削減効果 燃料輸入費低減効果

1,210万kℓ／年 5,200万t-CO2／年 4,200億円／年

・ 機器の高効率化や導入コスト・
メンテナンスコストの低減

・ コージェネ普及拡大のための
知識・技術力を有する人材の育成

 など

・ コージェネの電力が適切に評価され、
最大に活用される制度設計

・ BCPや災害対応の価値を明確化する
ラベリングなどの制度創設、価値の
事業者への還元策　など

・ 燃料コスト低廉化・インフラ整備
・ 技術開発・設備投資支援策
・ 分散型電源導入促進に関わる
法的根拠の整備　など

・ 面的エネルギー利用拡大に向けた
自治体を中心とした事業体制

・ 熱・電気のエネルギーインフラの整備
促進　など

BCP価値、SOFC導入による
導入量拡大の可能性

業界の取組

コージェネの価値評価

コージェネ導入に係る
規制改革、推進策・環境整備

熱の活用・
面的エネルギー利用の推進

1 4

2 3
コージェネ
既導入量
約985万kW
約300億kWh

コージェネ導入量
1,710万kW、810億kWh

コージェネ導入量
3,140万kW、1,540億kWh

2020年

2030年

期待される導入効果

図4─コージェネ普及ロードマップと今後の取組
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